
省

令

規

則

平成™š年˜™月˜�日 金曜日 第œ�—™号官 報
〇
総
務
省
令
第
百
六
十
三
号

電
波
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
第
三

十
八
条
の
二
十
六
（
同
法
第
三
十
八
条
の
三
十
一
第
六
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
基
づ
き
、

特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準
適
合
証
明
等
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
十
六
日

総
務
大
臣

川
端

達
夫

特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準
適
合
証
明
等
に
関
す

る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準
適
合
証
明
等
に
関
す
る
規

則
（
昭
和
五
十
六
年
郵
政
省
令
第
三
十
七
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

様
式
第
七
号
注
４
中
「又

は
工
事
設
計
認
証
番
号

」
を

削
り
、
同
様
式
の
注
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

５
工
事
設
計
認
証
番
号
の
最
初
の
３
文
字
は
総
務

大
臣
が
別
に
定
め
る
登
録
証
明
機
関
又
は
承
認
証

明
機
関
の
区
別
と
し
、
４
文
字
目
は
「
`
（
ハ
イ

フ
ン
）」と
し
、
５
文
字
目
か
ら
1
0文
字
目
ま
で
は

登
録
証
明
機
関
又
は
承
認
証
明
機
関
が
一
の
認
証

工
事
設
計
ご
と
に
ア
ラ
ビ
ア
数
字
若
し
く
は
英
字

又
は
こ
れ
ら
の
組
合
せ
に
よ
り
定
め
る
も
の
と
す

る
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ

次
の
と
お
り
と
す
る
。

\
異
な
る
認
証
工
事
設
計
に
基
づ
く
二
以
上
の

特
定
無
線
設
備
に
よ
り
一
の
無
線
設
備
を
構
成

す
る
も
の
で
あ
る
場
合
は
、
当
該
一
の
無
線
設

備
に
対
し
て
一
の
工
事
設
計
認
証
番
号
と
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

]
認
証
工
事
設
計
に
つ
い
て
新
た
な
工
事
設
計

認
証
を
し
た
場
合
は
、
当
該
認
証
工
事
設
計
に

基
づ
く
適
合
表
示
無
線
設
備
の
変
更
の
工
事
を

伴
わ
な
い
と
き
に
限
り
、
当
該
認
証
工
事
設
計

に
係
る
工
事
設
計
認
証
番
号
を
新
た
な
工
事
設

計
認
証
番
号
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場

合
に
お
い
て
、
当
該
工
事
設
計
認
証
番
号
に
係

る
表
示
が
付
さ
れ
た
特
定
無
線
設
備
に
つ
い
て

は
、新
た
な
表
示
が
付
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
認
証
を
受
け
て
い
る
工

事
設
計
に
基
づ
く
特
定
無
線
設
備
に
係
る
法
第
三
十
八

条
の
二
十
六
（
同
法
第
三
十
八
条
の
三
十
一
第
六
項
に

お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
表
示

は
、
改
正
後
の
証
明
規
則
様
式
第
七
号
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３

法
第
三
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
第
一
号
又
は
第
二

号
の
事
業
の
区
分
に
係
る
登
録
証
明
機
関
又
は
承
認
証

明
機
関
は
、
改
正
後
の
証
明
規
則
様
式
第
七
号
の
規
定

に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し

て
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
限
り
、
な
お
従
前

の
例
に
よ
る
工
事
設
計
認
証
番
号
と
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

４

法
第
三
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
第
三
号
の
事
業
の

区
分
に
係
る
登
録
証
明
機
関
又
は
承
認
証
明
機
関
に
対

す
る
改
正
後
の
証
明
規
則
様
式
第
七
号
の
規
定
は
、
平

成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
同
日
前
ま
で
の
期
間
に
係
る
工
事
設
計
認
証

番
号
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
認
証
を
受
け
て
い

る
工
事
設
計
に
基
づ
く
特
定
無
線
設
備
に
係
る
特
定
機

器
に
係
る
適
合
性
評
価
手
続
の
結
果
の
外
国
と
の
相
互

承
認
の
実
施
に
関
す
る
法
律
第
三
十
三
条
第
二
項
の
規

定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
電
波
法
（
昭
和
二

十
五
法
律
第
百
三
十
一
号
）
第
三
十
八
条
の
二
十
六
の

規
定
に
よ
る
表
示
は
、
特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準
適

〇
法
務
省
令
第
三
十
八
号

法
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
三
号
）
第

十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
法
務
局
及
び
地
方
法

務
局
の
支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
十
六
日

法
務
大
臣

平
岡

秀
夫

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出
張
所
設

置
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出
張
所
設
置
規

則
（
平
成
十
三
年
法
務
省
令
第
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
仙
台
法
務
局
の
部
気
仙
沼
支
局
の
款
同
支
局
の
項

中
「
仙
台
市

青
葉
区
」
を
「
気
仙
沼
市
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
三
年
十
二
月
十
九
日
か
ら
施

行
す
る
。

人
事
院
は
、
一
般
職
の
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に

関
す
る
法
律
に
基
づ
き
、
人
事
院
規
則
一
五
e

一
六
（
東

日
本
大
震
災
に
対
処
す
る
た
め
の
人
事
院
規
則
一
五
e

一

四
（
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
日
及
び
休
暇
）
の
特
例
）
の

一
部
改
正
に
関
し
次
の
人
事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
十
六
日

人
事
院
総
裁

江
利
川

毅

人
事
院
規
則
一
五
e

一
六
e

一

人
事
院
規
則
一
五
e

一
六
（
東
日
本
大
震
災
に
対

処
す
る
た
め
の
人
事
院
規
則
一
五
e

一
四
（
職
員

の
勤
務
時
間
、
休
日
及
び
休
暇
）
の
特
例
）
の
一

部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

人
事
院
規
則
一
五
e

一
六
（
東
日
本
大
震
災
に
対
処
す

る
た
め
の
人
事
院
規
則
一
五
e

一
四（
職
員
の
勤
務
時
間
、

休
日
及
び
休
暇
）
の
特
例
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

附
則
第
二
項
中
「
平
成
二
十
三
年
十
二
月
三
十
一
日
」

を
「
平
成
二
十
四
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

人
事
院
は
、
国
家
公
務
員
法
に
基
づ
き
、
人
事
院
規
則

一
七
e

〇
（
管
理
職
員
等
の
範
囲
）
の
一
部
改
正
に
関
し

次
の
人
事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
十
六
日

人
事
院
総
裁

江
利
川

毅

人
事
院
規
則
一
七
e

〇
e

一
〇
二

人
事
院
規
則
一
七
e

〇
（
管
理
職
員
等
の
範
囲
）

の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

人
事
院
規
則
一
七
e

〇
（
管
理
職
員
等
の
範
囲
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
内
閣
府
の
部
沖
縄
総
合
事
務
局
の
項
中
「
統
括
国

有
財
産
管
理
官
」
を
「
統
括
国
有
財
産
管
理
官

建
設
工

務
室
長
」
に
改
め
る
。

別
表
厚
生
労
働
省
の
部
内
部
部
局
の
項
中
「
若
年
者
雇

用
対
策
室
長

就
労
支
援
室
長
」
を
「
若
年
者
雇
用
対
策

室
長

就
労
支
援
室
長

求
職
者
支
援
室
長
」
に
改
め
、

同
部
国
立
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
研
究

所
の
項
中
「
発
達
障
害
情
報
セ
ン
タ
ー
長
」
を
「
高
次
脳

機
能
障
害
情
報
・
支
援
セ
ン
タ
ー
長

発
達
障
害
情
報
・

支
援
セ
ン
タ
ー
長
」
に
改
め
、
同
部
都
道
府
県
労
働
局
の

項
中「
労
働
保
険
事
務
組
合
室
長

労
働
保
険
適
用
室
長
」

を
削
り
、「
総
務
調
整
官
」
を
「
総
務
調
整
官

求
職
者
支

援
室
長
」
に
改
め
る
。

別
表
農
林
水
産
省
の
部
動
物
検
疫
所
の
項
中
「
企
画
連

絡
室
長
」
を
削
る
。

別
表
環
境
省
の
部
内
部
部
局
の
項
中
「
生
物
多
様
性
地

球
戦
略
企
画
室
長
」
を
「
生
物
多
様
性
地
球
戦
略
企
画
室

長

生
物
多
様
性
施
策
推
進
室
長
」
に
改
め
る
。

別
表
備
考
第
一
項
中
「
平
成
二
十
三
年
九
月
一
日
」
を

「
平
成
二
十
三
年
十
一
月
三
十
日
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
総

務

省

経
済
産
業
省
令
第
二
号

特
定
機
器
に
係
る
適
合
性
評
価
手
続
の
結
果
の
外
国
と

の
相
互
承
認
の
実
施
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
三
年
法
律

第
百
十
一
号
）
の
規
定
を
実
施
す
る
た
め
、
特
定
機
器
に

係
る
適
合
性
評
価
手
続
の
結
果
の
外
国
と
の
相
互
承
認
の

実
施
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
十
六
日

総
務
大
臣

川
端

達
夫

経
済
産
業
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

細
野

志

特
定
機
器
に
係
る
適
合
性
評
価
手
続
の
結
果
の
外

国
と
の
相
互
承
認
の
実
施
に
関
す
る
法
律
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

特
定
機
器
に
係
る
適
合
性
評
価
手
続
の
結
果
の
外
国
と

の
相
互
承
認
の
実
施
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十

三
年
総

務

省

経
済
産
業
省
令
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
十
五
条
第
二
項
中
「
様
式
第
七
号
注
４
」
を
「
様
式

第
七
号
注
５
」
に
改
め
る
。

合
証
明
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
平
成
二
十
三
年
総
務
省
令
第
百
六
十
三
号
）
に
よ
る

改
正
後
の
特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準
適
合
証
明
等
に

関
す
る
規
則（
昭
和
五
十
六
年
郵
政
省
令
第
三
十
七
号
）

（
以
下
「
改
正
後
の
証
明
規
則
」
と
い
う
。）様
式
第
七

号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
三
条

電
波
法
第
三
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
第
一
号

又
は
第
二
号
の
事
業
の
区
分
に
係
る
登
録
外
国
適
合
性

評
価
機
関
は
、
改
正
後
の
証
明
規
則
様
式
第
七
号
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
か
ら
起
算

し
て
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
限
り
、
な
お
従

前
の
例
に
よ
る
工
事
設
計
認
証
番
号
と
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

第
四
条

電
波
法
第
三
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
第
三
号

の
事
業
の
区
分
に
係
る
登
録
外
国
適
合
性
評
価
機
関
に

対
す
る
改
正
後
の
証
明
規
則
様
式
第
七
号
の
規
定
は
、

平
成
二
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
同
日
前
ま
で
の
期
間
に
係
る
工
事
設
計
認

証
番
号
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
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